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　現在，登校拒否 ･ 不登校の児童生徒は約 12 万 3,000 人存在します。また，年間 30 日以上学校を欠席する「長

期欠席」の児童生徒は，約 18 万 5,000 人存在します。高校生まで含めると，その数は，登校拒否 ･ 不登校生

は約 17 万 5,000 人，「長期欠席」の児童生徒は，約 25 万 5,000 人になります。この数は，1974 年以降増え続

けていますが，現在の教育政策と社会状況が変わらないかぎり益々増えつづけることが予想されます。また，

フリースクール等に通う児童生徒は約 4,200 人存在します。更に夜間中学には約 1,800 人が学んでいます。こ

のような中で，以上のような状況に対応しようとあるいは新たな政治的な意図を持って，昨年から今年にか

けて，いわゆる「フリースクール法案」あるいは，それが二転三転していわゆる「不登校対策法案」がださ

れてきました。この２つの法案をめぐっては，関係者の間で賛否両論の意見が交錯してきました。　

　……（中略）現在，高止まりから増加に転じた登校拒否 ･ 不登校児童生徒とそれらの一定の受け皿になっ

てきたフリースクール等や夜間中学をめぐる問題をどうとらえたら良いか，あるいは，登校拒否 ･ 不登校を

どう解決 ･ 克服したら良いか，更には，フリ−スクール等をどう位置づけたら良いかなどをめぐって真剣に

議論すべき課題は山積みしています。

　本資料集は，このような時代状況の中で関係者ばかりでなく広い国民的な議論を行なう上での一助になっ

て欲しいという願いを持って発行されます（本文「はじめに」より）。
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